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追加された機能・変更点 

この資料は以下の製品について記述したものです。 

・ 個別債権債務管理 for 勘定奉行 21[個別原価管理編] 新 ERP 

 

● Ver.5.52で追加された機能・変更点 

■平成 26 年４月施行消費税８％改正に対応 

平成 26 年４月施行消費税８％改正に伴い、下記項目に対応しました。 

・消費税８％への引き上げ 

・税率表示（[売上１]-[売上伝票]メニュー） 
 

●売上伝票一覧表 
 
 
 
 

 
 

●請求書 ※勘定奉行 21[個別原価管理編]で出力されます。 
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● Ver.5.51で追加された機能・変更点 

■復興特別所得税への対応 

復興特別所得税が創設され、平成２５年１月１日以後に支払う税理士等への報酬等から所得税を源泉徴収

する際に、復興特別所得税を併せて源泉徴収することになりました。 

Ver.5.50 までは、源泉徴収額を自動計算する際の税率（区分率・超過分）を整数しか指定できませんで

したが、小数点以下３桁まで指定できるように変更しました。 
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● Ver.5.50で追加された機能・変更点 

■入金伝票の得意先情報表示順を変更 

[入金伝票]の得意先情報の表示順が、Ver.5.03 までは登録データから抽出した得意先情報そのままの順

で表示していましたが、得意先コード順にソートして表示するように変更しました。 

 

■支払伝票の購入先情報表示順を変更 

[支払伝票]の購入先情報の表示順が、Ver5.03 までは登録データから抽出した購入先情報そのままの順で

表示していましたが、購入先コード順にソートして表示するように変更しました。 
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● Ver.5.03で追加された機能・変更点 

■平成２２年４月改正労働基準法対応版に対応 

勘定奉行 21[個別原価管理編]』の「平成２２年４月改正労働基準法対応版」に対応しました。 

以下のバージョンの「平成２２年４月改正労働基準法対応版」がセットアップされている場合には、個別

債権債務管理 Ver5.03 をご利用ください。 

「平成２２年４月改正労働基準法対応版」がセットアップされているかを確認されたい場合は、『勘定奉

行 21[個別原価管理編]』を起動し、[ヘルプ]-[バージョン情報]メニューでバージョンをご確認ください。 

製品により、バージョンが以下の場合は、「平成２２年４月改正労働基準法対応版」がセットアップされ

ています。 

・『勘定奉行 21Ver.5[個別原価管理編]』の場合 ： バージョンが「Version ５.０２」 

・『勘定奉行 21Ver.Ⅳ[個別原価管理編]』の場合 ： バージョンが「Version ４.０６」 

 

■ＦＢデータ作成の保存先をネットワークパスに対応 

[ＦＢデータ作成]の「ＦＢデータ出力先フォルダ」をネットワークパスに対応しました。 

 

■汎用データ受入件数の拡張 

[汎用データ受入]の各メニューで 32676 件を超える件数データの受入を可能としました。 
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● Ver.5.02で追加された機能・変更点 

■銀行振込一覧表のレイアウト変更 

[銀行振込一覧表]で、Ver5.01 までは同一支払日に先方／当方負担両方の支払手数料額があった場合、 

相殺して表示していませんでしたが、このケースの場合、先方／当方負担分の各手数料を上下段に表示す

るようにレイアウト変更しました。 

 

 

■画面上にメッセージ追加 

[受給者データ作成]、[報酬データ作成]、[報酬一覧表]画面に赤枠内のメッセージを追加しました。 
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● Ver.5.01で追加された機能・変更点 

■画面上にメッセージ追加 

[伝票整合性チェック]、[報酬一覧表]画面に赤枠内のメッセージを追加しました。 

  

 

 

■デッドロック対応 

複数端末より伝票を同時に登録した際、デッドロックが発生するケースがありました。 

発生するケースを見直し、対応しました。 
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● Ver.5.00で追加された機能・変更点 

■勘定奉行 21Ver.5[個別原価管理編]に対応 

勘定奉行 21Ver.5[個別原価管理編]の新 ERP に対応しました。 

 

■[支払予定一覧表]の出力条件に「源泉予定額の出力方法」を追加 

[支払予定一覧表]の出力条件に「源泉予定額の出力方法」を追加しました。 

 
 
●支払額に含めない 
支払額に源泉予定額を含めずに表示します。 

 

例） 

債務残高 源泉予定額 現金 

1,050 100 950 

 

●支払額に含める 

支払額に源泉予定額を含めて表示します。 

 

例） 

債務残高 源泉予定額 現金 

1,050 100 1,050 

 

※[基本設定]画面の「源泉計算－計算方法」が「1：購入時に計算」の設定で登録された購入伝票に限ります。 
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● Ver.4.03で追加された機能・変更点 

■[会社銀行登録]メニューに「当方負担時の手数料明細未計上」機能を追加 

手数料の別納（一括後納）に対応するため、[会社銀行登録]メニューに「当方負担の場合は手数料を計上

しない」というチェックボックスを追加しました。 

チェックを入れて当方負担の支払処理をした場合は、仕訳伝票に手数料明細を作成しません。 

 

 

■[年次開始処理]にあわせた入力期間制限機能の追加 

[年次開始処理]後、前期会社データに対して入力期間制限をかけるか選択する機能を追加しました。 

個別債権債務管理では、勘定奉行の[翌年度更新処理]後であっても前期の伝票は当期会社データから入力

します。 

 

■[○○伝票受入]メニューのエラーチェック機能の強化 

[売上伝票受入][購入伝票受入][即時支払伝票受入]メニューにおいて、受入を行なうファイル内にエラー

データが一つでも存在した場合に、全ての受入処理を中止する機能を追加しました。 
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● Ver.4.02で追加された機能・変更点 

■[基本設定]メニューに「手数料明細の部門選択」機能を追加 

従来は、入金伝票/支払伝票/即時支払伝票で手数料明細が発生した場合の部門は[連動科目設定]で登録し

ている部門を使用していましたが、Ver4.02 より「発生明細の 1行目」の部門も使用できるようになりま

した。 

「連動科目」…[連動科目設定]メニューで手数料明細の部門として登録しているものを使用します。 

「発生明細の 1行目」…入金伝票/支払伝票の部門に債権明細/債務明細の 1行目で使用している部門を手

数料明細の部門として使用します。 

 

■[即時支払処理]メニューと『手形の達人』との連携機能を追加 

当社認定ソリューションである、『手形の達人』と連携する機能を追加しました。 

[即時支払処理]メニューで、支払区分：支払手形、信託債務で登録しているデータを、『手形の達人』で

受入可能なファイルとして出力することができます。 

 

■[即時支払処理]メニューの入力項目を追加 

[即時支払処理]メニューで入力する項目として、以下の項目を追加しました。 

 ・貸方部門コード、貸方部門名 

 ・貸方総勘定科目コード、貸方総勘定科目名 

 ・貸方補助科目コード、貸方補助科目名 

 ・銀行コード、支店コード（手形の達人との連動を行なう場合で、支払区分：支払手形、信託債務の場合） 

 これに伴い、[入金伝票一覧表][支払伝票一覧表]にも上記項目を追加しました。 

 

■[前払消込処理]メニューの一部金額消込機能を追加 

従来の[前払消込処理]メニューでは全額消込しか対応していませんでしたが、一部金額消込に対応しまし

た。 
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● Ver.4.01で追加された機能・変更点 

■『手形の達人』との連携機能を追加 

奉行シリーズとの連携ソリューションである『手形の達人』と連携する機能を追加しました。 

[入金伝票][支払伝票]で入金/支払区分：手形で登録したデータを、『手形の達人』で受入可能なファイル

として出力することができます。 

 

■[基本設定]メニューに「入金/支払時の部門表示」機能を追加 

従来は、入金仕訳/支払仕訳の部門は[連動科目設定]で登録している部門を使用していましたが、Ver4.01

より「発生明細の 1行目」の部門も使用できるようになりました。 

「連動科目」…[連動科目設定]メニューで入金明細/支払明細の部門として登録しているものを使用します。 

「発生明細の 1行目」…入金伝票/支払伝票の部門に債権明細/債務明細の 1行目で使用している部門を使用

します。 

 

■[入金伝票]メニュー[支払伝票]メニューの抽出条件を追加 

[入金伝票]メニュー、[支払伝票]メニューの売上伝票、購入伝票の抽出条件に「部門」を追加しました。 

 

■[入金伝票]メニュー[支払伝票]メニューの明細項目を追加 

[入金伝票]メニュー、[支払伝票]メニューの売上伝票、購入伝票の明細項目として、以下の項目を追加し

ました。 

・部門コード、部門名 

 ・総勘定科目コード、総勘定科目名 

 ・補助科目コード、補助科目名 

・銀行コード、支店コード（手形の達人との連動を行なう場合で、区分：手形、信託の場合） 
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■同時実行制御機能を追加 

 個別債権債務管理の起動時に、勘定奉行の下記メニューの起動制限を設けました。 

 同様に、勘定奉行の下記メニューの起動時には、個別債権債務管理の起動ができません。 

 

 

■[得意先][購入先][明細区分]のコード変更機能の仕様を変更 

 従来は、マスタが登録されていない場合でも一度設定したコード桁数を減らすことができませんでしたが、

マスタが登録されていない場合は、コード桁数を減らせるよう仕様を変更しました。 

 

■[ユーザー権限登録]の仕様を変更 

 従来は、「ユーザー特権」に設定された利用者であっても、[ユーザー権限登録]メニューの起動ができま

したが、勘定奉行の[ユーザー権限登録]メニューに準拠して、「ユーザー特権」のに設定された利用者は

[ユーザー権限登録]メニューを起動できないように仕様を変更しました。 

 

・機能 
1.会社選択 2.会社データ初期化 3.会社データ削除 4.会社データ作成 5.会社データ読込 6.繰越残高調整 
7.データ領域変更 8.権限登録全般 

 
・導入処理 

1.会社情報登録 2.消費税基本登録 5.科目残高登録 
7.プロジェクト関連残高登録（1.プロジェクト別開始残高登録のみ） 

 
・随時処理 

1.データコピー処理 2.翌年度更新処理 3.汎用データ受入全般 4.仕訳伝票受入 5仕訳一括転記 
6.データ一括変更全般 7.データ修復処理 8.伝票入力期間制限 9.プログラム更新処理 

 
・分析処理 

A.通信･合算処理（2.通信仕訳伝票受入･3.会社データ合算のみ） 
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● Ver.4.00で追加された機能・変更点 

■勘定奉行 21Ver.Ⅳ[個別原価管理編]に対応 

勘定奉行 21Ver.Ⅳ[個別原価管理編]の新 ERP に対応しました。 

 

 

● Ver.3.53で追加された機能・変更点 

■マニュアル PDF へのリンク機能を追加 

オプションのメニュー上のヘルプボタンから、マニュアル PDF へリンクする機能を追加しました。 

 

 

● Ver.3.52で追加された機能・変更点 

■「確定フラグ」機能を持つメニューの追加 

下記メニューに「確定フラグ」機能を追加しました。 

・[入金伝票]メニュー 

・[支払伝票]メニュー 

・[相殺処理]メニュー 

・[仮受伝票]メニュー 

・[仮払伝票]メニュー 

・[仮払精算伝票]メニュー 

これに伴い、[伝票一括確定処理]メニューの対象に上記メニューを追加しました。 

 

■[FB データ作成]メニューに差分作成機能を追加 

作成対象として、「未作成分のみ作成」ができるようになりました。 
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● Ver.3.51で追加された機能・変更点 

■新会社法対応 

勘定奉行 新会社法対応版に対応しました。 

 

 

● Ver.3.50で追加された機能・変更点 

■[受発注]メニュー追加 

[受発注]メニューを追加しました。 

 

受注、発注伝票（受発注同時入力も可能）を入力する事で、売上伝票、購入伝票へのリレーを可能としま

した。 

受発注機能追加に伴い、[受発注明細表][受発注残明細表]の２帳票を追加しました。 

 

  

受発注明細表                 受発注残明細表 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 


